
預金（譲渡性預金含む）は前年同期比757億円増加し3
兆5,028億円に、貸出金は前年同期比935億円増加し2兆
6,242億円となりました。

有価証券は前年同期比607億円減少の8,121億円とな
りました。
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預金（譲渡性預金含む） （単位：億円）
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貸出金・有価証券 （単位：億円）
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銀行本来業務から得られる利益である業務純益は、資
金利益が減少したものの、役務取引等利益やその他業務
利益の増加もあり、前年同期比8億円増加し、46億円と
なりました。

経常利益は、前年同期比4億円増加し40億円となりま
した。

中間純利益は、29億円となりました。
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業務純益 （単位：億円）
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経常利益・中間純利益 （単位：億円）
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損益の状況〈単体〉

預金（譲渡性預金含む）・貸出金・有価証券の状況〈単体〉

97.1％
3兆4,045億円

90.1％
2兆3,655億円

（2019年9月30日現在） （2019年9月30日現在）
貸出金残高全体に占める愛知県内貸出金割合預金残高に占める愛知県内預金割合
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（単位：億円、％）
普通株式等Tier1資本総自己資本
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総自己資本比率 普通株式等Tier1比率
自己資本比率は、銀行の健全性を判断する重要な指標

のひとつで、比率が高いほど健全といえます。2019年9
月末の連結総自己資本比率は12.56％となっています。
また連結普通株式等Tier1比率は10.90％となっていま
す。

格付けとは、企業の発行する個別の債券について、約
定通り元利金が支払われる確実性の程度を、一定の符号
によって格付会社が情報として提供しているものです。
企業の信用力評価的な要素が強く、広い意味で銀行その
ものの信用度を表しています。

当行は、株式会社日本格付研究所（JCR）より長期発
行体格付けとして「A（シングルA）」の格付けを取得し
ています。この格付けは投資適格銘柄であることを示し
ており、高い評価を受けております。

連結総自己資本比率〈国際統一基準〉

格付け

D
C
CC
CCC
B
BB
BBB

AA
AAA

A

名古屋銀行

債務履行の確実性は高い。

■日本格付研究所（ＪＣＲ）

Ａ
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　名古屋銀行は、創業以来、堅実経営を貫いており、不
良債権の発生を最小限にするよう努めてまいりました。
今後も、不良債権発生の未然防止と処理の促進、融資先
の事業再生にも力を注ぎ、資産の健全性維持に努めてま
いります。
　貸出などの資産につきましては、厳格な自己査定を実

施し、回収の危険性または価値の毀損の危険性に従って
区分し、その区分に応じた適正な不良債権処理ルールに
基づいて償却引当を行っています。また、不良債権のオ
フバランス化や経営改善支援による債務者区分の改善を
進めること等によって、資産の健全化に努めています。

金融再生法に基づく開示額
（対象債権：総与信及び自らの保証を付した私募債　※要管理債権は貸出金のみ）

破綻先

債務者区分

自己査定結果
（対象債権：総与信）

リスク管理債権
（対象債権：貸出金）

（単位：百万円）

金額 債権区分 金額 貸倒引当金 担保保証等 保全率 開示区分 金額

実質破綻先

破綻懸念先

正常先

非分類債権

合計

（注）当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の開示債権額を <　>内に記載しております。

要管理先

要管理先
以外の

要注意先

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

貸出条件
緩和債権

金融再生法開示債権（小計）
の対象債権に占める割合
<　>内は、部分直接償却実施後

リスク管理債権
の対象債権に占める割合
<　>内は、部分直接償却実施後

３カ月以上
延滞債権

延滞債権

破綻先債権

合計

危険債権

小計

正常債権

合計

要管理債権　※

要
注
意
先

3,238 3,483 100.00％

4,339 34,157 92.02％

967 2,606 53.18％

8,546 40,247 88.27％

2,234
<  702>

2,221
<  702>

2.07％
<1.95％>

2.10％
<1.98％>

6,722
<3,483>

46,122
<44,465>

55,065
<51,889>

55,280
<52,041>

41,836

6,721

4,487
<2,780>

41,836

13,922

451,491

57,939

2,635,967
<2,632,728>

2,064,055

2,618,718

2,673,998
<2,670,759>

115

6,605

　不良債権の開示につきましては、銀行法に基づく「リ
スク管理債権」と金融再生法に基づく「金融再生法開示
債権」の開示が義務付けられています。「リスク管理債権」
は「貸出金」を対象としていますが、「金融再生法開示

債権」は「貸出金」のほか「貸出金に準ずる債権（外国
為替・未収利息等）」及び「自らの保証を付した私募債」
を対象としています。

自己査定結果・金融再生法開示債権・リスク管理債権の関係

債権内容について

不良債権の開示〈単体〉
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不良債権残高につきましては、2019年9月末現在で、
2018年9月末比40億円減少し、 552億円となりました。
また、債権額に占める不良債権の割合は、2018年9月末

比0.24％減少し、2.07％となりました。今後も不良債権
の低減に努め、資産の健全化を図ってまいります。

（単位：百万円）
　 2018年９月期 2019年９月期 2018年９月期比

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 6,524 6,722 197

危険債権 44,414 41,836 △　2,577

要管理債権 8,418 6,721 △　1,697

正常債権 2,512,768 2,618,718 105,950

（単位：百万円）
　 2018年９月期 2019年９月期 2018年９月期比

破綻先債権 2,305 2,221 △　84

延滞債権 48,385 46,122 △　2,262

3カ月以上延滞債権 228 115 △　112

貸出条件緩和債権 8,190 6,605 △　1,584

リスク管理債権（小計） 59,109 55,065 △　4,043

貸出金残高 2,530,659 2,624,222 93,562

リスク管理債権比率 2.34% 2.10% △　0.24%

65
444444

84
593

2017年9月末 2018年9月末 2019年9月末

2.312.31
2.542.54

2.072.07

金融再生法開示債権額と不良債権比率の推移
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（単位：億円、％）要管理債権
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不良債権比率
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金融再生法に基づく開示債権の構成比

要管理債権
6，721百万円
（0．25％）

危険債権
41，836百万円
（1．56％）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権
6，722百万円
（0．25％）

正常債権
2，618，718百万円
（97．93％）

（対象債権に占める比率）

用語の解説【金融再生法基準】
⑴破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

⑵危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約
に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

⑶要管理債権
３カ月以上延滞債権（⑴及び⑵に該当する債権を除く）及び貸出条件緩和債権（⑴及
び⑵に該当する債権や３カ月以上延滞債権を除く）です。

⑷正常債権
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、⑴から⑶に掲げる債権
以外のものに区分される債権です。

用語の解説【銀行法基準】
⑴破綻先債権

元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることなどの事由により、元本ま
たは利息の取立または弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出
金のうち、法人税法施行令に掲げる以下の事由が生じている貸出金です。

	 イ.	会社更生法または金融機関等の更生手続きの特例等に関する法律の規定による更
生手続開始の申し立て。

	 ロ.	民事再生法の規定による再生手続開始の申し立て。
	 ハ.	破産法の規定による破産手続開始の申し立て。
	 ニ.	会社法の規定による特別清算開始の申し立て。
	 ホ.	�手形交換所（手形交換所のない地域では、当該地域において手形交換業務を行う

銀行団を含む）による取引停止処分。
	 ヘ.	�外国の政府、中央銀行または地方公共団体に対する金銭債権のうち、長期にわた

る債務の履行遅滞によりその経済的な価値が著しく減少し、かつ、その弁済を受
けることが著しく困難であると認められる場合。

⑵延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建または支援を図 
ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

⑶３カ月以上延滞債権
元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金で破 
綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

⑷貸出条件緩和債権
債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出 
金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものです。

金融再生法に基づく開示額〈単体〉

銀行法に基づく開示額＝リスク管理債権〈単体〉
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